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１ 豊富町における新公会計制度の導入 

平成18年８月に、総務省において「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指

針」が策定され、主に地方自治体の資産・債務管理改革に資する観点から、「純資産変動計算

書」や「資金収支計算書」を加えた財務書類４表の作成と、公営事業会計や一部事務組合、第

三セクター等まで含めた連結ベースでの財務書類を整備することの必要性が唱えられました。

これを受けて、平成19年10月に「新地方公会計制度実務研究会報告書（以下、「実務研究会報

告書」という。）」が公表され、新しい基準に基づく地方公会計のモデルとして「総務省方式

基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」が示されました。 

豊富町では、新基準への対応を「総務省方式改訂モデル」に従い実施することとし、平成22

年度決算から、普通会計での財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算

書及び資金収支計算書）の作成を実施しています。 

 

 

２ 新地方公会計制度の意義 

新しい地方公会計制度では、民間企業会計の発生主義の考え方が導入され、自治体財政のス

トック情報やコスト情報を明らかにすることを目的とし、遊休資産を売却可能資産として時価

評価することや、債権（貸付金や未収金など）の回収不能見込額を算定するなど、主に資産評

価の面に改良が加えられています。また、新たに加えられた「純資産変動計算書」では、資産

に対する財源構成の変化などを表すことができるような工夫がなされています。 

平成19年６月には「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）が公布され、

行財政運営における一層の透明性や説明責任が求められています。地方公会計制度についても、

新たな財務書類の作成・分析を通じて、財政状況を住民にとって分かりやすく公表するととも

に、財政面から見た豊富町の特徴や課題を明らかにすることで、将来の財政展望に資するもの

と考えられます。 

 

 

３ 財務書類とは 

財務書類は、前記のとおり、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収

支計算書の４表から構成されていますが、この４表の関係は次【財務書類４表の関係】のよう

になります。 
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財務書類４表の関係　普通会計ベース（要約版）

（１）貸借対照表（平成26年3月31日現在） （単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 24,509,006 (1) 地方債 6,611,954

(2) 売却可能資産 2,569 (2) 長期未払金 0

(3) 退職手当引当金 593,407

２　投資等 (4) 損失補償等引当金 0

(1) 投資及び出資金 114,833

(2) 貸付金 600 ２　流動負債

(3) 基金等 1,664,707 (1) 翌年度償還予定地方債 734,489

(4) 長期延滞債権 96,315 (3) 未払金 6,427

(5) 回収不能見込額 △ 16,628 (5) 賞与引当金 33,838

３　流動資産 負　　債　　合　　計 7,980,115

(1) 現金預金 1,593,152

（うち歳計現金 855,432 )

(2) 未収金 △ 1,195 純　 資　 産　 合　 計 19,983,244

資　　産　　合　　計 27,963,359 負 債 ・ 純 資 産 合 計 27,963,359

（４）資金収支計算書 （２）行政コスト計算書

（単位：千円） （単位：千円）

１　経常的収支 1,854,302 4,853,165

２　公共資産整備収支 △ 440,586 １　人にかかるコスト

３　投資・財務的収支 △ 1,201,031 （１）人件費 572,838

当年度歳計現金増減額 212,685 （２）退職手当引当金繰入等 65,917

期首歳計現金残高 642,747 （３）賞与引当金繰入額 33,838

期末歳計現金残高 855,432 ２　物にかかるコスト

（基礎的財政収支） （１）物件費 684,128

収入総額 6,559,746 （２）維持補修費 193,438

繰越金　　　　　　　　　　△ 642,747 （３）減価償却費 1,314,582

地方債発行額　　　　　　　△ 382,600 ３　移転支出的なコスト

支出総額　　　　　　　　　△ 5,704,314 （１）社会保障給付 210,975

地方債元利償還額 863,439 （２）補助金等 800,400

財政調整基金等増減額 228 （３）他会計等への支出額 782,257

基礎的財政収支 693,752 （４）その他 84,554

４　その他のコスト

（１）支払利息 114,725

（２）回収不能見込計上額 7,263

（３）その他 △ 11,750

258,441

258,441

4,594,724

（３）純資産変動計算書

（単位：千円）

期首純資産残高 19,615,674

純経常行政コスト △ 4,594,724

財源調達

一般財源

　地方税 459,726

　地方交付税 3,324,595

　その他 250,152

補助金等受入 924,019

その他 3,802

期末純資産残高 19,983,244

　至　平成26年 3月31日

経常費用

経常収益

使用料・手数料等

純経常行政コスト

(経常費用－経常収益）

　自　平成25年 4月 1日

　至　平成26年 3月31日 　至　平成26年 3月31日

資産の部 負債の部

純資産の部

　自　平成25年 4月 1日 　自　平成25年 4月 1日
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財務書類４表の関係　地方公共団体全体（要約版）

（１）貸借対照表（平成26年3月31日現在） （単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 30,011,142 (1) 地方債 8,820,028

(2) 売却可能資産 2,569 (2) 長期未払金 0

(3) 引当金 823,026

２　投資等

(1) 投資及び出資金 114,833

(2) 貸付金 1,800 ２　流動負債

(3) 基金等 1,716,639 (1) 翌年度償還予定地方債 937,293

(4) 長期延滞債権 142,431 (3) 未払金 15,632

(5) その他 2,400 (5) 賞与引当金 55,748

(6) 回収不能見込額 △ 16,628 (6) その他 254

３　流動資産 負　　債　　合　　計 10,651,981

(1) 現金預金 1,860,816

(2) 未収金 42,877

(4) その他 2,706 純　 資　 産　 合　 計 23,224,139

(5) 回収不能見込額 △ 5,465

資　　産　　合　　計 33,876,120 負 債 ・ 純 資 産 合 計 33,876,120

（４）資金収支計算書 （２）行政コスト計算書

（単位：千円） （単位：千円）

１　経常的収支 1,859,625 5,993,695

２　公共資産整備収支 △ 369,684 １　人にかかるコスト

３　投資・財務的収支 △ 1,295,808 （１）人件費 954,453

当年度歳計現金増減額 194,133 （２）退職手当引当金繰入等 41,732

期首歳計現金残高 1,666,683 （３）賞与引当金繰入額 55,748

期末歳計現金残高 1,860,816 ２　物にかかるコスト

（１）物件費 1,050,225

（２）維持補修費 197,163

（３）減価償却費 1,466,868

３　移転支出的なコスト

（１）社会保障給付 951,389

（２）補助金等 1,002,670

（３）他会計等への支出額 0

（４）その他 84,554

４　その他のコスト

（１）支払利息 172,556

（２）回収不能見込計上額 7,263

（３）その他 9,074

1,210,544

1,210,544

4,783,151

（３）純資産変動計算書

（単位：千円）

期首純資産残高 22,747,277

純経常行政コスト △ 4,860,205

財源調達

一般財源

　地方税 459,726

　地方交付税 3,324,595

　その他 250,152

補助金等受入 1,287,222

その他 15,372

期末純資産残高 23,224,139

　至　平成26年 3月31日

経常費用

経常収益

使用料・手数料等

純経常行政コスト

(経常費用－経常収益）

　自　平成25年 4月 1日

　至　平成26年 3月31日 　至　平成26年 3月31日

資産の部 負債の部

純資産の部

　自　平成25年 4月 1日 　自　平成25年 4月 1日
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４ 豊富町財務書類の作成基準 

【財務書類の作成基準】 

○作成モデル 総務省方式改訂モデル 

○会計の範囲 総務省地方財政状況調査（決算統計）における普通会計 

○作成基準日 会計年度末日（３月31日） 

なお、出納整理期間内の収入支出は、作成基準日までに終了したものとします。 

○基礎データ主に、決算統計（昭和44年度以降）の数値を利用しています。 

※ 決算統計とは、全ての自治体で作成している統計資料であり、これらの既存資料を有効

活用する改訂モデルは、早期に財務書類が整備できるよう考えられたモデルです。 

 

 

５ 貸借対照表について 

貸借対照表は、左側に「資産」、右側には資産を形成した財源を「負債」と「純資産」に分

けて対照表示したもので、どのような資産をどのような負担で蓄積してきたかを表しています。 

「資産」は、豊富町が保有する財産であり、性質として大きく２つに分けられます。一つは、

将来の現金収入としての価値があるものであり、例えば、貸付金や基金などが該当します。も

う一つは、道路や学校など地方公共団体特有の資産です。これらは将来の現金収入を生み出す

ものではありませんが、町が様々な行政活動を行うために保有している財産であり、行政サー

ビスを提供するという意味での価値を有するものです。 

「負債」は、資産の形成に充てられた財源のうち、将来に現金支出として負担が発生するも

のです。地方債などの法的な債務のほか、現在勤務している職員に対して将来支払う退職金な

ども含まれます。 

「純資産」は、民間企業のような出資や利益の蓄積としての「資本」ではなく、資産の形成

に充てられた町税や、国庫支出金・道支出金など返済不要な財源の蓄積を表しており、公共資

産等の財源に充当されているものと、公共資産等の財源に充当されていないものとに分けるこ

とができます。これは、資産形成に充てられた財源の蓄積を、既に特定の行政サービスに投下

され、拘束されてしまっている財源（公共資産等整備国県補助金等、公共資産等整備一般財源

等など）と、拘束されていない財源（その他一般財源等）とに区分して明らかする必要がある

ためです。 
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⑴ 資産の部 

① 有形固定資産 

有形固定資産とは、長期間にわたって住民サービスを提供するために使用されるもので、

具体的には道路、公園、土地や建物等であり、資産計上額は、総務省方式改訂モデルで示

された取得原価(決算統計の数値）を基礎とする方法によります。 

この方法を用いた場合、有形固定資産の種類は、生活インフラ・国土保全、教育、福祉、

環境衛生、産業振興、消防、総務といった行政目的別に分類され、それぞれの計上額は、

決算統計で把握された昭和44年度以降の普通建設事業費の累積額となります。したがって、

昭和43年度以前から所有している資産や寄附・無償譲渡された資産については、資産計上

されていません。 

また、普通建設事業費のうち、町以外の団体に補助金又は負担金として支出した金額に

ついては、町の所有する資産ではないため、有形固定資産に含めていません。しかし、住

民生活に寄与する資産であることから、貸借対照表の末尾に「他団体及び民間への支出金

により形成された資産」として注記しています。 

 

② 売却可能資産 

売却可能資産とは、貸借対照表に計上された公共資産のうち、貸借対照表基準日時点で

行政サービスの提供には活用されていないが、将来の現金獲得能力があると考えられるも

のです。貸借対照表計上額は、現金化するといくらになるのかという点から「売却可能価

額」で評価することになります。 

豊富町では、売却可能資産の段階的な整備を行っており、貸借対照表基準日時点で売却

が可能と判断されている公共資産を計上しています。 

 

③ 減価償却 

土地以外の有形固定資産については、実務研究会報告書に定められた耐用年数により、

減価償却を行っています。 

 

④ 投資及び出資金 

投資及び出資金には、公営企業会計や第三セクター等に対する出資金と出えん金を計上

しています。「投資損失引当金」は、将来回収できないと見込まれる損失金額を相手先の

貸借対照表の純資産額及び出資割合を用いて計算し、予め引当計上しておくものです。 

なお、連結対象団体への投資等については、将来回収できないと見込まれる損失金額を

投資損失引当金として計上していますが、連結対象団体以外への投資等については、投資

等の計上額を直接減額しており、これにより、連結対象団体の損失見込額を明らかにして

います。 

 

5



⑤ 基金等（退職手当組合積立金以外）、財政調整基金及び減債基金 

基金等は、将来特定の目的で使用するために積み立てている基金や資産（土地）が計上

されています。なお、財政調整基金と減債基金は、年度間の財源の調整を行ったり町債の

償還に必要な財源を確保したりするための基金であり、比較的流動的な運用を行うことか

ら、流動資産の部に計上しています。 

 

⑥ 長期延滞債権、未収金、回収不能見込額 

町税、使用料・手数料、分担金・負担金、雑入などの科目の収入未済額は、「未収金」

として流動資産に計上されますが、未収金のうち、当初調定年度から１年以上超経過して

いるものについては、「長期延滞債権」として投資等の部に振り替えて計上します。 

また、債権のうち回収不能となることが見込まれる額「回収不能見込額」は、貸付金及

び長期延滞債権については投資等の部に、未収金については流動資産の部に、それぞれ計

上しています。 

 

⑵ 負債の部 

① 地方債、翌年度償還予定地方債 

地方債残高から翌年度の元金償還予定額を控除した額を固定負債の「地方債」に計上し

ます。翌年度の元金償還予定額は１年以内に返済期限の到来する負債であるため、流動負

債の「翌年度償還予定地方債」に計上します。 

 

② 退職手当引当金 

年度末において、町に在籍する年度末退職者を除く全職員が退職したと想定した場合に

必要となる退職手当の総額が、退職手当引当金として負債の部に計上されます。 

 

③ 損失補償等引当金 

損失補償等引当金は、債務保証や損失補償のうち、将来発生することが予想される金額

を計上しています。 

財政健全化法では、公的信用保証に係る損失補償の負担見込額を将来負担額に算入する

こととされ、財政健全化法の将来負担額と同額を計上しました。 

 

④ 長期未払金、未払金 

「長期未払金」は、債務負担行為のうち、既に物件の引渡しもしくはサービスの提供が

行われ、後年度において支出が予定されているものを計上します。豊富町では、国営土地

改良負担金（サロベツ第一・東豊富地区）に係る支出を計上しました。 
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⑤ 賞与引当金 

翌年度支払予定の期末手当・勤勉手当について、支給対象期間のうち当年度に係る金額

を引当金として計上します。例えば、次年度の６月に支給する賞与は、当該年度の12月か

ら翌年５月に対する支給であることから、当該年度の負担分にあたる４カ月分を引当金と

して計上します。 

⑶ 純資産の部 

① 公共資産等整備国県補助金等 

公共資産等整備国県補助金等とは、これまでに住民サービスを提供するため整備・取得

した公共資産等（有形固定資産や投資及び出資金など）の財源として受け入れた国庫支出

金及び道支出金の合計額です。なお、有形固定資産の財源として受け入れた国庫支出金及

び道支出金については、取得した有形固定資産の対応年数に応じて減価償却されています。 

 

② 公共資産等整備一般財源等 

公共資産等整備の財源のうち、国庫支出金・道支出金及び地方債以外（町税、地方交付

税、分担金・負担金など）の合計額を公共資産等整備一般財源等として計上しています。

これは、これまでに整備・取得した公共資産等について過去及び現在の世代が既に負担し

た額のうち、国庫支出金及び道支出金以外を表しています。 

 

③ その他一般財源等 

「公共資産等整備一般財源等」が既に公共資産等に投下した純資産であり拘束された財

源であることに対し、「その他一般財源等」とは、まだ公共資産等に投下されていない財

源です。プラスの場合は、将来世代が自由に活用できる財源であることに対し、マイナス

の場合は、既に将来の財源の一部が拘束されていることを意味します。 

地方公共団体では、「その他一般財源等」がマイナスとなる場合が多く、その要因は、

資産形成を伴わない負債が存在することなどが考えられます。豊富町でも、臨時財政対策

債を起債し経常的経費に充当していることなどが要因となり、「その他一般財源等」がマ

イナスとなっています。 

※ 臨時財政対策債とは、地方交付税の交付原資の不足に伴い、地方交付税に代わる地方

一般財源として発行可能となった、特例的な地方債です。 

 

④ 資産評価差額 

資産評価差額とは、新たに売却可能資産を計上した場合や資産の評価替えを行った場合

などに生じた売却可能価額と帳簿価額との評価差額などのことであり、潜在的な財源と言

えるものです。 
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６ 行政コスト計算書について 

行政コスト計算書は、１年間の行政サービスに要する経費とその対価を対比させた財務書類

で経常行政コストと経常収益から構成されています。経常行政コストは、コストの性質と行政

目的の２つの視点から区分されており、コストの性質は、「人にかかるコスト」「物にかかる

コスト」「移転支出的なコスト」「その他のコスト」の４つに区分されます。 

 

⑴ 経常行政コスト 

① 人にかかるコスト 

人にかかるコストとは、豊富町の職員に対する給与や各種手当等にかかった１年間のコ

ストですが、単に１年間に支出した額ではなく、退職手当引当金の繰入額（職員の勤務年

年数に応じた退職手当の将来支給額の増加分）なども含まれています。 

② 物にかかるコスト 

物にかかるコストは、物やサービスなどを購入・使用することにより生じるコストです。

消耗品費、光熱水費、委託料などの物件費や維持補修費については、決算統計における決

算額と同じですが、新公会計では、減価償却費を導入し、有形固定資産の価値の減少をコ

ストとして認識しています。 

③ 移転支出的なコスト 

移転支出的なコストとは、現金や現物を給付することにより行っている行政サービスに

関するコストです。住民に対して直接給付する社会保障給付のほか、各種団体に対して支

出する補助金、他会計に対する繰出金等により構成されています。 

④ その他のコスト 

その他のコストは、支払利息と回収不能見込額の増加分です。支払利息は、主に地方債

の利子であり、回収不能見込計上額とは、回収不能見込額の増加や不納欠損処理などによ

り、この１年間で新たに回収が困難となった債権の金額です。 

 

⑵ 経常収益 

経常収益は、経常行政コストに対する受益者負担、つまり行政サービスの受益者が直接負

担した金額を表しています。総務省方式改定モデルでは、収入のうち、「使用料・手数料」

「分担金・負担金・寄附金」のみを計上します。 

 

⑶ 差引純経常行政コスト 

行政コスト合計から直接の受益者負担を除き、地方税や補助金で賄うべきコストを把握す

ることができます。（総務省改定モデルでは、地方税や国道補助金は新しく導入された純資

産変動計算書に計上します。） 
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７ 純資産変動計算書について 

純資産変動計算書は、民間企業会計における株主資本等変動計算書にあたるもので、貸借対

照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変動したのかを表している

財務書類です。 

表の構成は、大きく４つの区分により構成されています。 

 

⑴ 純経常行政コストと一般財源、補助金等受入 

純経常行政コストの金額に対して一般財源（地方税や地方交付税）及び補助金等受入の金

額がどの程度あるかを見ることで、純経常行政コストが受益者負担以外の経常的な財源によ

りどの程度賄われているかが分かります。 

 

⑵ 臨時損益 

公共資産の除売却など、臨時的な要因によるコストや収入の発生を表しています。 

投資損失に出資金に係る投資損失引当金の増加分や損失補償等引当金繰入等に公的信用

保証の係る将来負担額の増加分が該当します。 

 

⑶ 科目振替 

純資産内部の１年間における公共整備充当財源とその他の財源の移動額を示します。 

公共資産整備、貸付金・出資金等、減価償却、地方債償還について、財源の振替を行いま

す。 

 

⑷ 資産評価替えによる変動額等 

貸借対照表に計上された資産を評価することにより生じた評価差額を計上します。 
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８ 資金収支計算書について 

資金収支計算書は、行政活動を資金の流れから見たものです。従来からの歳入・歳出決算と

基本的には同じですが、「経常的収支の部」、「公共資産等整備収支の部」及び「投資・財務

的収支の部」の３つの区分に分かれていることが特徴です。 

 

⑴ 経常的収支の部 

経常的収支の部には、公共資産整備支出や投資・財務的支出及びそれらの特定財源以外の

すべての収支を計上する区分であり、１年間の経常的な資金収支の状況を示しています。 

支出の項目には、人件費、物件費、社会保障給付、補助金等、支払利息、他会計への事務

費等充当財源繰出支出等があります。収入の項目には、地方税、地方交付税、国県補助金等、

使用料・手数料、分担金・負担金・寄附金、諸収入、地方債発行額（建設地方債を除く）等

があります。 

 

⑵ 公共資産整備収支の部 

公共資産整備収支の部は、公共資産整備のための支出とその特定財源を計上する区分です。 

 

⑶ 投資・財務的収支の部 

投資・財務的収支の部は、投資・出資金や貸付金、地方債償還等のための支出とその特定

財源を計上する区分です。 

 

⑷ 基礎的財政収支に関する情報（プライマリーバランス） 

公債費関連の歳入・歳出を除いた財政収支で、持続可能な財政運営の収支バランスを示す

指標として使用されます。なお、基礎的財政収支に使用される収入総額には繰越金は含まれ

ず、年度間の財源調整機能を果たす財政調整基金や減債基金の取崩額や積立額も除くことと

されています。 
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